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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電
子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

株　主　各　位

第38回定時株主総会招集ご通知
電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

株主資本等変動計算書
及び個別注記表

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

日本ナレッジ株式会社
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株主資本等変動計算書

(2022年4月 1 日から
2023年3月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰　余　金
資本剰余金
合　　　計 利益準備金

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 86,000 15,000 12,240 27,240 3,408 400,658 404,066 517,306

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 131,100 131,100 131,100 262,200

剰 余 金 の 配 当 1,779 △19,569 △17,790 △17,790

当 期 純 利 益 137,245 137,245 137,245

自 己 株 式 の 取 得 －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 131,100 131,100 － 131,100 1,779 117,676 119,455 － 381,655

当 期 末 残 高 217,100 146,100 12,240 158,340 5,187 518,334 523,521 － 898,961

評 価 ・ 換 算 差 額 等
株式引受権 新株予約権 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △858 △858 516,447

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 262,200

剰 余 金 の 配 当 △17,790

当 期 純 利 益 137,245

自 己 株 式 の 取 得 －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 619 619 619

当 期 変 動 額 合 計 619 － － 619 － － 382,274

当 期 末 残 高 △239 － － △239 － － 898,722

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法により算定）を
採用しております。

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産
　仕掛品　　個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）、
2016年４月１日以降に取得した建物付属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
・建物　　　　　　　　　２年～26年
・工具、器具及び備品　　２年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

・自社利用のソフトウェア：利用可能な有効期間（５年以内）に基づく定額法
・市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）

　に基づく均等配分額とのいずれか大きい金額を計上する方法によっております。
③ リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合
う分を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は、顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点、もしくは、移転するにつれて当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価
の額で収益を認識しております。
　また、ソフトウエア開発サービスのうち履行義務が財又はサービスを他の当事者によって提供されるよう
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個別注記表

に手配することであると判断する場合は、顧客から受け取ると見込まれる金額から仕入先に支払う金額を控
除した純額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

　当社が主な事業としている検証事業（検証サービス）、開発事業（ソフトウエア開発サービス、保守サー
ビス、ソフトウエア販売）について、顧客との契約に基づき履行義務を識別しており、それぞれ以下の通り
収益を認識しております。取引の対価は履行義務を充足してから主として１カ月以内に受領しており、重要
な金融要素を含んでおりません。

（検証事業に関する顧客との契約）
・検証サービス

　検証サービスにおいては、主にソフトウエアの品質に関する検証サービスを提供しております。こ
れらの取引は、サービス提供期間にわたり履行義務が充足されると判断し、一定の期間にわたって収益
を認識しております。

（開発事業に関する顧客との契約）
・ソフトウエア開発サービス

　ソフトウエア開発サービスにおいては、主に作業請負契約及び開発請負契約を締結しております。
　これらは一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、期間がごく短い工事を除いて、履行

義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、顧客との契約に応じて各
報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価総額に占める割合、または、経過期
間に基づいて行っております。
・ソフトウエア販売

　当社における製品・ソフトウエア販売の主な内容は、セキュリティ関連及び業務系パッケージシス
テムのソフトウエアライセンス販売であります。これらは通常、供与後に当社が知的財産の形態又は機
能性を変化させる活動又はライセンス期間にわたって知的財産の価値を維持するための活動を実施する
義務を負わないため、使用権として一時点（ライセンス供与時）で収益を認識しております。
・保守サービス

　保守サービスは、サービスの提供期間にわたり充足していくと考えられます。そのため、約束し
た財又はサービスの支配が顧客に移転した時点、若しくは、一定の期間にわたって収益を認識してお

ります。

－ 3 －
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個別注記表

(5) 重要な会計上の見積り
繰延税金資産の回収可能性
① 計算書類計上額

繰延税金資産　47,638千円
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

・算出方法
　当社では、将来減算一時差異のうち、将来の収益力による課税所得に基づき、回収可能性があ
ると判断した部分について繰延税金資産を計上しております。

・主要な仮定
　回収可能性の有無の判断は翌期以降の業績予測をベースとした課税所得の見積額に基づいて行っ
ております。業績予測は、過年度の実績、市況等を加味し、総合的に勘案した上で算出しており、
売上高の成長見込み及びそれに伴う売上原価の見込みを主要な仮定として織り込んでおります。

・翌事業年度の財務諸表に与える影響
　将来の経済状況及び経営環境の変化により、主要な仮定が変動した場合には、当事業年度末で
回収可能と判断していた繰延税金資産を翌期以降に取り崩す必要性が生じる可能性があります。

－ 4 －
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個別注記表

定期預金 55,000千円

当座貸越契約及び貸出コミットメントラインの総額 350,000千円
借入実行残高 50,000千円

差引額 300,000千円

有形固定資産の減価償却累計額 84,265千円

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(株) 1,186,000 190,000 － 1,376,000

配当金の総額 17,790,000円
１株当たり配当額 15円
基準日 2022年3月31日
効力発生日 2022年6月30日
配当の原資 利益剰余金

配当金の総額 20,640,000円
１株当たり配当額 15円
基準日 2023年3月31日

2. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

　上記の担保資産には銀行からの借入債務に対し根抵当権（極度額50,000千円）を設定しております
が、事業年度末現在対応する債務はありません。

② 当座貸越契約及び貸出コミットメントについて
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行3行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契
約を締結しております。事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりでありま
す。

(2) 資産に係る減価償却累計額

3. 株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（変動自由の概要）
　増加数の内訳は、次の通りであります。
　東京証券取引所グロース市場への上場に伴う公募による新株発行による増加190,000株

(2) 配当に関する事項
① 当事業年度中に行った剰余金の配当

② 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当のうち、配当基準日が当該事業年度中のもの
　2023年6月27日開催の第38回定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

－ 5 －
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個別注記表

効力発生日 2023年6月27日
配当の原資 利益剰余金

4. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の否認等であります。

5. 金融商品に関する注記
5-1．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社は、設備計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入及び社債発行）を調達しております。一時的
な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入に調達しており、投機的な
取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、与信管理規程
に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っています。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。借入金等について、短期借
入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は設備投資に必要な資金の調達及び安定
的な資金残高を確保するための資金調達であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク

　当社は、営業債権について、顧客与信管理規程に従い、取引先に対する受注及び債権の与信額残高を管
理するとともに、与信管理部門が主要な取引先の財務状況を定期的にモニタリングし、回収懸念の早期把
握や軽減を行っております。

② 市場リスク（為替や金利変動等のリスク）
　当社は投資有価証券については、定期的に時価や発行企業の財務状況を把握し、市況や発行企業との関
係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク
　当社は事業計画に基づき、財務担当部門で適時に資金計画書を作成・更新するとともに、手許流動性の
維持などにより流動性リスクを管理しております。

5-2．金融商品の時価等に関する事項
　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるものは含まれておりません。
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貸借対照表計上
額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 投資有価証券（*1） 13,152 13,152 －
資産計 13,152 13,152 －

(2) 社債（*2） 50,000 49,874 △125
(3) 長期借入金（*3） 120,380 118,019 △2,360
(4) ﾘｰｽ債務（*4） 14,826 14,255 △570

負債計 185,206 182,149 △3,056

1年以内
（千円）

1年超5年以内
（千円）

5年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 922,371 － － －
売掛金 519,539 － － －

合計 1,441,910 － － －

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

短期借入金 50,000 － － － － －
長期借入金 23,831 27,978 24,665 17,108 7,140 19,655
社債 20,000 20,000 10,000 － － －
リース債務 5,674 5,611 3,277 263 － －

合計 99,508 53,589 37,942 17,371 7,140 19,655

(*1)「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「短期借入金」については、現金であること、
     及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており
     ます。
(*2)社債には１年内償還予定の社債を含めております。
(*3)長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。
(*4)リース債務にはリース債務（流動負債）を含めております。

（注１）　金銭債権の決算日後の償還予定額

（注２）　社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

5-3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
 　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
 　　　　　　　　　時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
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時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券(*1) 13,152 － － 13,152
資産計 13,152 － － 13,152

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1）社債(*2) － 49,874 － 49,874
(2）長期借入金(*3) － 118,019 － 118,019
(3）リース債務(*4) － 14,255 － 14,255

負債計 － 182,149 － 182,149

 　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
 　　　　　　　　　算定に係るインプットを用いて算定した時価
 　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
 　　　　　　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
 　　　　　　　　　インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
 　　　　　　　　　レベルに時価を分類しています。

(1) 時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(2) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
(*1)投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。
(*2)社債（１年内償還予定社債を含む。）
社債の時価は、元利金の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
(*3)長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む。）
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
(*4)リース債務（１年内返済予定リース債務を含む。）
リース債務の時価は、元利金の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 8 －
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個別注記表

（単位：千円）
報告セグメント

合計
検証事業 開発事業 計

検証サービス 2,022,682 － 2,022,682 2,022,682
パッケージソフトウエアのカスタマイズ・受託
開発（業種テンプレート売上含む。） － 1,337,767 1,337,767 1,337,767

セキュリティ製品の開発・販売 － 189,783 189,783 189,783
顧客との契約から生じる収益 2,022,682 1,527,551 3,550,234 3,550,234
その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 2,022,682 1,527,551 3,550,234 3,550,234

（単位：千円）

期末残高
顧客との契約から生じた債権 519,539
契約負債 72,591

6. 収益認識に関する注記
6-1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）セグメント間取引控除後の金額を記載しております。

６-２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針　1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（4）収益及び費用の計上基準」に記載の通りです。

６-３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事
業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等
　契約資産は、未請求の残高及び請負契約によるサービス提供において、原価回収基準にて認識した収益
にかかる未請求の残高であります。契約資産は、顧客への請求時に売上債権へ振替えられます。
　契約負債は、主に請負契約における顧客からの前受収益であります。契約負債は、収益の認識に伴い取
り崩されます。

② 履行義務に配分した取引価格
　当社において、個別の契約が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対
価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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個別注記表

種類 会社名 所在地

資本金又は

出資金

（千円）

事業の内容

又は職業

議決権の

被所有割合

関連当事者との関係

（注1）
取引内容

取引金額

（注２）

主要

株主

株式会社

大塚商会

東京都

千代田区
10,374,851

システムインテグ

レーション事業

「直接」

9.7％

システムの受注開発

及び商品の購入等

システムの受注開発 787,307

商品の購入等 21,391

(1) １株当たりの純資産額 653円14銭
(2) １株当たりの当期純利益 115円27銭

7. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 法人主要株主等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。
（注２）株式会社大塚商会は、新株式発行により令和５年３月23日付にて関連当事者に該当しないこととなっ

たため、残高を記載しておりません。また、取引金額については、関連当事者であった期間の金額を
表示しております。

8. １株当たり情報に関する注記

－ 10 －


